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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，日本プラスチック

工業連盟（JPIF），石油化学工業協会（JPCA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案

を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が

改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS K 6922-1:1997 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS K 6922 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS K 6922-1 第 1 部：呼び方のシステム及び仕様表記の基礎 

JIS K 6922-2 第 2 部：試験片の作製方法及び特性の求め方 
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日本工業規格          JIS 
 K 6922-1：2018 
 

プラスチック－ポリエチレン（PE） 

成形用及び押出用材料－ 

第 1 部：呼び方のシステム及び仕様表記の基礎 

Plastics-Polyethylene (PE) moulding and extrusion materials- 

Part 1: Designation system and basis for specifications 

 
序文 

この規格は，2014 年に第 1 版として発行された ISO 17855-1 を基とし，国内の実情を反映させるため，

技術的内容を変更して作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。変更の一

覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

 

1 適用範囲 

1.1 この規格は，ポリエチレン（PE）成形用及び押出用材料の呼び方のシステムについて規定する。こ

のシステムは，仕様表記の基礎として用いることができる。 

1.2 PE を，次の性質の適切なレベル，用途及び／又は加工方法，重要な性質，添加剤，着色剤，充塡材

及び強化材に関する情報に基づいて区分する。 

a) 密度 

b) メルトマスフローレイト（MFR） 

1.3 この規格は，ポリエチレンホモポリマー及びポリエチレンコポリマーに適用する。ポリエチレンコ

ポリマーは，エチレン及び質量分率 50 %未満の他の 1-オレフィンモノマー又は質量分率 3 %以下の官能

基をもつ非オレフィンモノマーからなる。 

この規格は，着色剤，添加剤，充塡材などを加えた材料又は加えない材料で，粉状，か粒状又はペレッ

ト状の，通常使用されるものに適用する。 

この規格は，マスターバッチ類，EPM ゴム，及び PE-UHMW には適用しない。PE-UHMW は，JIS K 6936-1

を参照する。 

注記 1 この規格で同じ呼び方をする材料が，必ずしも同一の性能を示すとは限らない。この規格は，

特定用途及び／又は成形方法を規定するために必要な技術的なデータ，性能データ又は成形

条件に関するデータを提供するものではない。このような追加のデータが必要な場合は，JIS 

K 6922-2 に規定する試験方法が適用できる場合には，それに従って測定する。 

注記 2 特定の用途向けに熱可塑性材料を規定するため，又は再現性のある成形加工を確実にするた

めに，追加要求事項をデータブロック 5 に入れてもよい（3.1 参照）。 

注記 3 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 


